
法人税実務事例検討

外国法人が資本の払戻しを行った場合の株主である

内国法人の取扱い

新日本アーンストアンドヤング税理士法人

ディレクター 税理士 石田 昌朗

本事例における留意点

外国法人が資本剰余金を原資とする配当を行った場合、株主である内国法人は、その外国法

人が資本の払戻しを行ったものとしてみなし配当の額を計算することとなるため、受領した配

当について有価証券の譲渡対価とみなし配当という複数の外貨建取引を行ったものとして円換

算を行うこととなる。

事 例

当社は、当社の100％子会社であるA国に所在する海外販売子会社から資本剰余金を原資

とした配当を受領しました。

当社が海外販売子会社から受領した配当は、資本剰余金からの配当に該当するため、税務上

は資本の払戻しとしてみなし配当となる金額と有価証券の譲渡対価となる金額に区分する必要

がありますが、どのように計算すればよろしいでしょうか。

海外販売子会社は、1990年に資本金1,000,000米国ドル（帳簿価額160,000,000円）で設

立し、2008年に適格現物出資により海外製造子会社株式額面1,000,000米国ドル（帳簿価額

160,000,000円：時価3,000,000米国ドル）を受け入れた際に、1,000,000米国ドルの増資と

増資プレミアム（資本剰余金に相当）2,000,000米国ドルを計上したため、現在の資本金は

2,000,000米国ドル、資本剰余金は2,000,000米国ドルとなっております。

なお、適格現物出資の時点では海外販売子会社には未処分利益が2,000,000米国ドルありま

したが、現在の未処分利益は200,000米国ドルのため、資本剰余金から400,000米国ドルの配

当を行ったものです。
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【当社の会計処理】

未収金 36,000,000円 ／ 海外販売子会社株式 36,000,000円

(90円／＄で換算しております。）

【海外販売子会社の貸借対照表】

諸負債 5,000,000＄

資本金 2,000,000＄

諸資産 9,200,000＄

資本剰余金 2,000,000＄

未処分利益 200,000＄

本事例における法令等からの検討

１ 発行法人が外国法人の場合について

法人税法第24条 配当等の額とみなす

金額 では、「法人の株主等である内国法

人が当該法人の次に掲げる事由により金銭

その他の資産の交付を受けた場合において、

その金銭の額又は金銭以外の資産の価額の

合計額が当該法人の資本金等の額のうちそ

の交付の基因となった株式又は出資に対応

する部分の金額を超えるときは、この法律

の規定の適用については、その超える部分

の金額は、第23条第１項第１号に掲げる

金額とみなす。」と規定されております。

したがって、この規定については、内国

法人の株主の場合のみに適用されるのでは

なく、外国法人の株主の場合にも適用され

ることになります。

平成22年１月に国税庁が公表した

『外国子会社配当益金不算入制度に関す

るQ&A』問３「特定外国子会社等から

受けるみなし配当に係る取扱い」におい

ても、外国法人である特定外国子会社等

からみなし配当の額を受領した株主であ

る内国法人の配当免税制度の適用につい

ての解説があります。

２ 減資資本金額の計算について

資本剰余金を原資とする剰余金の分配を

行う場合には、税務上は資本の払戻しに該

当するものとして取り扱われることになり

ます。

すなわち、資本の払戻し（資本剰余金の

減少に伴う剰余金の分配で分割型分割によ

るもの以外のもの）により金銭その他の資

産を交付した場合には、減少する資本金等

の額（減資資本金額）は次の算式により計

算した金額とされ、また、減少する利益積

立金額はその交付した金銭等の金額から減

資資本金額を控除した金額とされています

（法令８①十六、９①十一)。

Ⅰ

国 税 速 報平成22年８月30日 第6131号 第３種郵便物認可(6 )



【減資資本金額の計算式】

資本の払戻しの直前の

資本金等の額
×

資本の払戻しにより減少した資本剰余金の額
前事業年度末の簿価純資産価額（前事業年度末後

に資本金等の額の変動があった場合には、これら

を加減算した金額）

１ 分数に小数点以下３位未満の端数があるときは、これを切り上げます。

２ 分数が１を超える場合には、１とします。

したがって、資本剰余金からの配当を行

った法人においては、「交付金銭等の額」

―「減資資本金額」＝ 減少する利益積立

金額」となります。

３ 法人株主のみなし配当について

法人株主が発行法人の資本の払戻しによ

り金銭等の交付を受けた場合、その金銭等

の額がその発行法人の資本の払戻しに係る

株式又は出資に対応する部分の金額（資本

金等の額）を超えるときは、その超える部

分の金額がみなし配当の額となります（法

法24①三)。

このみなし配当の計算における資本金等

の額は、その資本の払戻しを行った法人

（払戻法人）のその払戻しの直前の払戻等

対応資本金額等に保有する株式の数の割合

を乗じることから、次の計算式により計算

した金額とされています（法令23①三)。

【株式又は出資に対応する部分の金額の計算式】

資本の払戻しの直

前の資本金等の額
×

資本の払戻しにより減少した

資本剰余金の額
前事業年度末の簿価純資産価額

（前事業年度末後に資本金等の

額の変動があった場合には、こ

れらを加減算した金額）

×

資本の払戻しの直前に有して

いた払戻法人の払戻し等に係

る株式の数
資本の払戻しの直前の発行済

株式（自己の株式を除く）の

総数

資本剰余金からの配当を行った法人の減資資本金額と払戻等対応資本金額等は一致す

ることになります。

４ 法人株主の有価証券の譲渡損益の計算

法人株主が、発行法人の行った資本の払

戻しにより金銭等の交付を受けた場合には、

その交付を受けた金銭等のうちみなし配当

以外の部分は株式の譲渡対価として譲渡損

益の計算を行うことになります。

資本剰余金からの配当の場合、株主の保

有している株式数についての変動はありま

せんが、払戻法人における簿価純資産に占

める資本の払戻しにより減少した資本剰余
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金の額の割合（払戻割合）に対応する部分

の金額を譲渡原価として、有価証券の譲渡

損益を計上することになります（法法61

の２ 、法令119の９①)。

【有価証券の譲渡原価の計算式】

払戻しの直前の有価

証券の帳簿価額
×

資本の払戻しにより減少した資本剰余金の額
払戻法人における前事業年度末の簿価純資産価

額（前事業年度末後に資本金等の額の変動があ

った場合には、これらを加減算した金額）

１ 分数に小数点以下３位未満の端数があるときは、これを切り上げます。

２ 分数が１を超える場合には、１とします。

５ 複数の外貨建取引がある場合の為替

換算

内国法人が外貨建取引（外国通貨で支払

が行われる資産の販売及び購入、役務の提

供、金銭の貸付け及び借入れ、剰余金の配

当その他の取引をいいます。）を行った場

合には、その外貨建取引の金額の円換算額

（外国通貨で表示された金額を本邦通貨表

示の金額に換算した金額をいいます。）は、

その外貨建取引を行った時における外国為

替の売買相場により換算した金額とされて

います（法法61の8①)。

外国法人から資本剰余金を原資とする配

当を受領した場合、税務上は有価証券の譲

渡対価とみなし配当の２つの外貨建取引を

行ったものとして円換算をすることになり

ます。

本事例における取扱いの検討

１ 外国法人である海外販売子会社の資

本金等の額

海外販売子会社は外国法人ですが、内国

法人であり株主である貴社のみなし配当の

額を計算するためには、海外販売子会社の

資本金等の額を計算する必要があります。

本件の場合、海外販売子会社は資本金

1,000,000＄で設立され、その後、海外製

造子会社株式を現物出資資産として、貴社

が現物出資法人、海外販売子会社が被現物

出資法人となる適格現物出資により、資本

金1,000,000＄及び資本剰余金2,000,000＄

を増加させています。

ところで、適格現物出資により移転を受

けた資産及び当該資産と併せて移転を受け

た負債の純資産価額（現物出資法人の当該

適格現物出資の直前の当該資産の帳簿価額

から当該現物出資法人の当該適格現物出資

直前の当該負債の帳簿価額を減算した金額

をいいます。）から当該適格現物出資によ

り増加した資本金の額又は出資金の額を減

算した金額を資本金等の額に加算すること

とされています（法令８① )。

そうすると、適格現物出資の直前におけ

る海外製造子会社株式の帳簿価額は

1,000,000＄であり、海外販売子会社は適

格現物出資により資本金1,000,000＄及び

Ⅱ
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資本剰余金2,000,000＄を増加しているこ

とから、1,000,000＄―1,000,000＄＝0＄

が適格現物出資により増加した資本金等の

額になり、資本剰余金2,000,000＄は、税

務上ないものとして計算されます。

したがって、海外販売子会社の資本金等

の額は、資本金2,000,000＄のみとなりま

す。

そのため、上記Ⅰ２の発行法人の減資資

本金額の計算式に従って、海外販売子会社

の減資資本金額を計算すると、資本の払戻

しにより減少した資本剰余金の額は

400,000＄であり、前事業年度末の簿価純

資産価額は2,200,000＄（資本金等の額

2,000,000＄＋利益積立金の額200,000＄）

であることから、払戻割合は0.1818…と

計算されますが、小数点以下３位未満を切

り上げて0.182となります。

また、減資資本金額は、資本の払戻しの

直前の資本金等の額2,000,000＄に払戻割

合である0.182を乗じて算出された

364,000＄となり、交付した金銭の額

400,000＄が減資資本金額364,000＄を超

えることから、その超える部分の金額

36,000＄が減少する利益積立金額となりま

す。

２ 法人株主である貴社の計算

本件の場合、資本の払戻しに係る払戻割

合は0.182であることから、法人株主であ

る貴社は、海外販売子会社株式の帳簿価額

320,000,000円（設 立 時 の 帳 簿 価 額

160,000,000円プラス現物出資をした海外

製造子会社株式の帳簿価額である

160,000,000円の合計金額）にその払戻割

合である0.182を乗じて算出された

58,240,000円が海外販売子会社株式（有

価証券）の譲渡原価となります。

また、譲渡対価は払戻法人である海外販

売子会社の減資資本金額364,000＄に海外

販売子会社の発行済株式の総数の保有割合

を乗じて計算されますが、貴社が海外販売

子会社の発行済株式のすべてを保有してい

ることから、保有割合は１となり、譲渡対

価は364,000＄となります。

したがって、みなし配当の金額は、交付

金銭等の額400,000＄から減資資本金額

364,000＄を控除した36,000＄となり、海

外販売子会社の資本の払戻し（資本剰余金

の配当）により400,000＄を受領しました

が、税 務 上 は 有 価 証 券 の 譲 渡 対 価

364,000＄とみなし配当36,000＄に区分さ

れることになり、２つの外貨建取引を行っ

たものとして円換算することになります。

なお、取引日の為替レートである90

円／＄で円換算すると、資本の払戻しに係

る海外販売子会社株式の譲渡対価の額は

32,760,000円（364,000＄×＠90円／＄）

であり、譲渡原価の額は58,240,000円で

あることから、貴社において有価証券の譲

渡損25,480,000円が発生し、みなし配当

と し て 3,240,000円（36,000＄×＠90

円／＄）が発生します。
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現地法令貸借対照表

資本金 2,000,000＄

資本剰余金 2,000,000＄

利益剰余金 200,000＄

法人税法

資本金 2,000,000＄

資本金以外の資本金等の額 0＄

利益積立金 200,000＄

（貴社）

【会計処理】

未収金 36,000,000円 ／ 海外販売子会社株式 36,000,000円

【税務処理】

未収金 36,000,000円 ／ 海外販売子会社株式 58,240,000円

株式譲渡損 25,480,000円 ／ みなし配当 3,240,000円

【税務修正】

株式譲渡損 25,480,000円 ／ 海外販売子会社株式 22,240,000円

／ みなし配当 3,240,000円

【海外販売子会社の資本の払戻しの概要図】

みなし配当の額

36,000米国ドル

減資資本金額

364,000米国ドル

受取配当

3,240,000円

海外販売子会社株式の

譲渡対価の額

32,760,000円

株式譲渡損※

25,480,000円

取引時レート

90円／＄

発生時レート

160円／＄

※ 株式譲渡損25,480,000円は、出資時の為替レート＠160円／＄と取引時の為替レート

＠90円／＄との差により生じたものであり、実質的には為替差損と考えられます。
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貴社の申告調整>

【別表４】

※ 100％子会社である海外販売子会社からのみなし配当は、外国子会社配当益金不

算入の適用により、その95％相当額が益金不算入となります。

【別表５⑴】
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海外販売子会社の申告調整>

【別表５⑴】

Ⅰ 利益積立金額の計算に関する明細書

当期中の増減
区 分

期首現在利益積

立金額

差引翌期首現在

利益積立金額減 増

海外製造子会社株式 △2,000,000＄ △2,000,000＄

資本金等の額
（適格現物出資）

2,000,000＄ 2,000,000＄

未処分利益 200,000＄ 200,000＄

資本の払戻し 36,000＄ △36,000＄

合計 200,000＄ 36,000＄ 164,000＄

Ⅱ 資本金等の額の計算に関する明細書

当期中の増減
区 分

期首現在

資本金等の額

差引翌期首現在

資本金等の額減 増

資本金 2,000,000＄ 2,000,000＄

資本剰余金 2,000,000＄ 400,000＄ 1,600,000＄

利益積立金額
（適格現物出資）

△2,000,000＄ △2,000,000＄

資本の払戻し 36,000＄ 36,000＄

合計 2,000,000＄ 400,000＄ 36,000＄ 1,636,000＄

海外販売子会社は内国法人でないことから、我が国の法人税の申告書に係る別表を作成す

ることはありませんが、内容の理解のために現地通貨で記載しています。

※ 平成21年７月20日付本紙第6077号『海外子会社株式の適格現物出資に係る為替差損の

取扱い』、平成21年11月23日付本紙第6094号『資本剰余金からの配当と利益剰余金から

の配当を同時に行う場合の取扱い』、平成22年５月31日付本紙第6119号『外貨建有価証券

に係る償還元本と配当を一緒に受け取った場合の取扱い』に掲載の法人税実務事例検討も参

照してください。

(了)
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